
計画事業評価シート（説明用） 資料４

３１年度
取組方針

所管部

方向性

個別施策 関係法令等

　継続 ／ 拡充 ／ 縮小 ／ 手段改善 ／ 統合 ／ 分割 ／ 終了 ／ 経常事業化 ／ その他

　目的

計画事業 事業開始

妥当性 適切

効率性 ②

改善が必要

改善が必要□

□

平成３０年度分析・評価

前回の行政評価を踏まえた取組（進捗状況）

実際の
取組

□事業形態 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス

３０年度
取組方針

基本政策

適切 □

① 執行体制、事業手法は適切か。 □

事業経費の規模は費用対効果からみて適切か。

年度

市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

所管課

平成

課題

総合評価

評価結果 □ 計画以上　 □ 計画どおり　 □ 計画以下　

平成３１年度の取組方針

成果

有効性 区民ニーズや地域課題に的確に対応しているか。 改善が必要

目的の達成に向けて成果を上げているか。 □ 上げている

③ □ 適切

□ 上げていない④

□

当該事業の関係する法律や条例、個別計画、要綱等を記入

当該事業の目的を記入

「市場性」及び「必要性」という二つの基準を基に、事業形態を分類

○市場性 非市場的サービス：収益性がなく、民間参入が難しいため、行政が中心となって提供するサービス

市場的サービス：収益性があり、民間においても提供可能なサービス

○必要性 必需的サービス：日常生活上、多くの区民が必要とする基礎的なサービス

選択的サービス：個人の価値観や嗜好等の違いにより必要性が異なるサービス

「平成30年度内部評価実施計画書」の計画事業評価シートにおける「取組方針」を記入

平成30年度の取組方針に基づき、実際にどのような取組を実施したのかを記入

○各分析の視点（妥当性・効率性・有効性・成果）における該当する区分を選択

○各視点における分析内容や実際の取組、事業実績を踏まえ、当該計画事業についての総合評価を記入

○当該計画事業について、該当する評価区分を選択

当該計画事業の課題を記入

事業の取組状況や課題を踏まえた当該計画事業の平成31年度の取組の方向性を選択

取組の方向性に基づき、当該計画事業の平成31年度の取組方針を記入



資料４   

事業手法 □ 区直接実施 □ 委託 □ 指定管理 □ 補助金等

受益者負担 無 協働 無

枝事業 ②

実績

区直接実施 □ 委託 □

人

円 円1単位当たりのコスト 円 円

単位当たりのコスト

行政コスト
30（2018）年度　 31（2019）年度 32（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

30（2018）年度　 31（2019）年度 32（2020）年度 2018～2020年度

実績値

千円 千円 千円

単位の定義 区民一人当たりのコスト

単位

執行率 -- ％ -- ％ -- ％ -- ％

千円 0 千円 0 千円

特定財源 千円 千円 千円 0 千円

千円 0 千円

事業経費 千円 千円

予算現額 千円 千円

千円 0 千円

財
源

一般財源 0 千円 0

事業経費
項　目 30（2018）年度　 31（2019）年度 32（2020）年度 2018～2020年度 備考

達成度 -- ％ -- ％ -- ％

％

指
標
３

目標値

実績値

達成度 -- ％ -- ％ --

指
標
２

実績値

-- ％ -- ％

目標値

実績値
指
標
1

目標値

達成度 -- ％

目標設定・達成状況
指標名 指標の定義 単位 30（2018）年度 31（2019）年度 32（2020）年度

事業手法 □ 指定管理 □ 補助金等

受益者負担 無 協働 無

枝事業 ③

実績

事業概要
事業説明 30年度の主な実施内容等

事業手法 □ 区直接実施

受益者負担 無 協働 無

□ 委託 □ 指定管理 □ 補助金等

実績

枝事業 ➀

第一次実行計画期間中の3年間の事業

内容を具体的に記入

※枝事業がある場合は枝事業ごとに記入

指標を記入

※枝事業がある場合は、枝事業ごとに少な

くとも一つずつ指標を記入

平成30年度の事業の内容や実績を記入

該当する事業手法を選択

「受益者負担」「協働」の有無を選択

※有の場合は右欄にその内容を記入

各年度の指標の目標値及び実績値を記入

各項目の実績値を入力

地方公会計制度の考えに基づき算出し

た行政コストのデータを入力

（区民一人当たりのコスト

＝行政コスト／新宿区の総人口）


